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－230 （     ）－











































































































































－235 （     ）－
づけが，1960年代の「反社会的活動（anti-social activity）」から，1990年代




































2007年のバージニア州巡回裁判所のBlue Horseshoe Tattoo v. City of Norfolk
事件判決は，生徒の入れ墨を ｢自我表出（self-expression）｣ とみなし修正第
1条の保護の対象とはならないとした連邦第8巡回区控訴裁判所のStephenson 
v. Davenport Community School District事件判決23）を引用し，それを論拠
とした24）（ただし，引用された判決は，自分の入れ墨には全く何の意味もない
と当該生徒が自ら認めたことから，それを修正第1条の保護を受けない単なる
｢自我表出｣ としたのであって，すべての入れ墨が ｢自我表出｣ である，と
判示したわけではない25））。また，2008年のイリノイ州連邦地方裁判所のHold 































































































－240 （     ）－
私的事柄であるかによって異なる基準に基づき判断されることになる34）。表現































































































会（Church of Body Modiﬁcation）」のメンバーであり，顔面のピアスは自ら
の宗教の一部であると主張した事件である。連邦第1巡回区控訴裁判所は，店
員の顔面ピアスにより，公に向けての使用者のイメージ，つまり，使用者の










Swartzentruber v. Gunite Corp.事件判決48）がある。インディアナ州連邦地
方裁判所は，まず，入れ墨を隠すようにとの命令が自らの宗教的信仰と相容れ
371
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